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2019～2020年度経済情勢報告について

１．問題意識

�緩やかな回復が続く日本経済の課題は何か

�誰もが生涯にわたって働きがいと生きがいを実感
できる社会を実現するためには、どのような課題
があるのか

２．報告書の構成
第Ⅰ部 緩やかな回復が続く日本経済の抱える課題

第１章 個人消費による底上げが期待される日本経済
第２章 改善が続く雇用情勢と伸び悩む賃金

第Ⅱ部 少子化・超高齢化・人口減少のもと、誰もが生涯にわたって働き
がいと生きがいを実感できる社会の実現に向けて

第１章 60歳以降の働き方と暮らし
第２章 女性のライフスタイルと就業継続
第３章 外国人労働者の受入れと社会統合

2



「Ⅰ緩やかな回復が続く日本経済の抱える課題」のポイント解説

○ 日本経済は、輸出や生産の一部に弱さがあるものの、緩やかな回
復が続いている。

○ 景気回復が６年半を超え、輸出とともに設備投資も増加してきたが、
民間消費の伸びは低い。

○ 企業収益が過去最高となり、内部留保も過去最高を更新するが、企
業が生み出した付加価値の使途である人件費の伸びは緩慢。

労働分配率は低下傾向が続き、水準も低い。

○ 勤労者世帯の消費行動は、慎重な動きが続く。

○ 先行きについては、内需の増加傾向が保たれているものの、中国経
済や米中通商問題をはじめとした海外経済の動きに不透明感。

今後も持続的な経済成長を続けていくためには、賃上げ等を通じた
個人消費による底上げが期待される。
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１ 個人消費による底上げが期待される日本経済



� 景気回復は６年半を超えるが、成長率は低い。
輸出とともに設備投資も増加してきたが、民間消費の伸びが低い。
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[ 伸びの低い個人消費 ]

（備考）内閣府「国民経済計算」より作成
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[ 引き続き拡大する企業収益 ]

� 企業収益（経常利益）は過去最高水準を更新。これに比べ、設備投資は
緩やかな伸び。

� さらに人件費は、それらに比べて緩慢な伸び。
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[ 過去最高の更新が続く内部留保 ]

� 当期純利益は、リーマンショック前を大きく上回る。分配先をみると、 2016年
度、2017年度と、内部留保（フロー）が大きく増加。

� 内部留保（利益剰余金）は、2018年4～6月期に450兆円を上回り、過去最高
の更新が続く。（2019年4～6月期 467兆円）
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� 労働分配率（全産業）は、2012年以降、低下傾向。水準も低い。

[ 低下傾向の続く労働分配率 ]
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[ 従業員の給与・賞与の伸びを上回る役員の給与・賞与 ]

� 製造業、非製造業ともに、役員の給与・賞与の伸びが、従業員の給与・賞与
の伸びを上回る。

� 特に、非製造業では、役員と従業員の伸びの差が大きい。
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� 勤労者世帯（二人以上）の消費支出(実質）は、2018年度もほぼ横這い。
� 40歳未満の世帯で消費支出は増加しているものの、50歳以上の世帯で大きく

減少している。

[ 慎重な消費行動を続ける勤労者世帯 ]



２ 改善が続く雇用情勢と伸び悩む賃金

○ 完全失業率は若年層を中心にすべての年齢層で低下し、非正
規雇用から正規雇用への移行も進む。

企業の人手不足感が続く一方、働きたいのに働けていない未
活用労働力が約400万人存在。

○ 名目賃金は増加するも、実質賃金の増加は一時的。

○ 最低賃金は約３％の引上げが続いている。

○ 2014年春闘以降の賃上げ率をみると、低い賃上げ率に位置す
る層の伸びは上昇。

○ 2020年度の日本経済の姿にとって、とりわけ賃金動向が鍵。
[報告書 補論]
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� 完全失業率は、２％台前半へ低下。有効求人倍率は、1.6倍台に達する。

[ 改善の続く雇用情勢 ]
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� 正規雇用の増加に加え、非正規雇用の増加が顕著（特に女性）。

非正規雇用から正規雇用への移行も進む。

[ 正規雇用・非正規雇用ともに増加]
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� 人手不足の一方、働きたいのに働けていない未活用労働力は、約400万人。

その活用に向けた取り組みが求められる。

[ 未活用労働力]
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� 現金給与総額は2018年は増加するも、物価上昇の中、実質賃金は一時
的な増加にとどまった。足元は名目、実質ともに減少。

[ 名目賃金の増加と実質賃金の伸び悩み ]
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� 地域別最低賃金は、2016年度から約３％の引上げが続いている。
今後、より早期に1000円になることを目指すとされている。

[ 最低賃金 ]
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[「連合の春闘結果集計データにみる賃上げの実態2019」]

� 2014春闘以降の合計の賃上げ率をみると、高い賃上げ率に位置する層
の伸び率は鈍化したが、低い賃上げ率に位置する層の伸び率は上昇。
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� 世界経済は、2019年に入ると成長率は低下。2020年には回復すると
見込まれるものの、世界経済の脆弱性と下方リスクは高まっており、
今後さらに世界各国の経済成長率が引き下げられる可能性は高い。

[ 世界経済の見通し ]

2018年

実 績

2019年（見通し） 2020年（見通し）

IMF(10月) OECD(9月) IMF(10月) OECD(9月)

世 界 3.6 3.0 2.9 3.4 3.0

米 国 2.9 2.4 2.4 2.1 2.0

ユーロ圏 1.9 1.2 1.1 1.4 1.0

日 本 0.8 0.9 1.0 0.5 0.6

中 国 6.6 6.1 6.1 5.8 5.7

図表 国際機関による世界経済の見通し

2020年度の日本経済の姿
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� 米中通商問題は、両国経済に悪影響を与えるだけでなく、日本などの第
三国の経済に対しても、直接的・間接的な影響（プラス・マイナス双方）を
及ぼしている。

[ 米中通商問題の影響について ]

� 米中通商問題が今後も長期化すれば、多国籍企業が対米輸出の拠点を
他のアジア諸国に移転させる動きが顕在化し、生産コストの安い中国を
軸とするグローバルなサプライチェーンが変わる可能性がある。

 ２０１９年 ２０２０年 ２０２３年 長期

▲0.66

▲0.93

日本 ▲0.18 ▲0.43 ▲0.25 0.03

アメリカ ▲0.33 ▲0.58 ▲0.50

中国 ▲1.02 ▲1.97 ▲0.77

EU ▲0.18 ▲0.41 ▲0.19 0.02

注）直接的影響に加えて、間接的影響も含めた影響を試算したものである。

資料出所：IMF "World Economic Outlook, October 2019"より作成

図表② 米中通商問題の影響（IMF １０月試算）



19資料出所：総務省「消費者物価指数」より作成。

[ 物価の動向]

図表Ⅰ－１－18  物価の動向

� 消費者物価（総合）は、緩やかな上昇が継続。
� 2019年10月に消費税率の引き上げ（8％→10％）を実施。



20

[ 消費税率引上げの影響]

� 政府は、経済の回復基
調に影響を及ぼさない
ように、あらゆる施策を
総動員し、需要平準化
のため、臨時特別の措
置を講じる。

� 今回は、いままでのとこ
ろ、前回のような駆け込
み需要等の変動は生じ
ていないように見える
が、経済への影響につ
いて引き続き注意深く
みることが必要。



2018年度 2019年度 2020年度（予測）

（実績） (実績見込み) ケースＡ ケースＢ

名目ＧＤＰ 0.5％ 1.7％ 1.5％ 1.2％

実質ＧＤＰ 0.7％ 0.7％ 0.8％ 0.5％

内需寄与度 0.8％ 0.8％ 1.0％ 0.6％

外需寄与度 -0.1％ -0.1％ -0.2％ -0.1％

消費者物価上昇率 0.8％ 0.8％ 0.6％ 0.6％

現金給与総額 0.9％ 0.6％ 0.9％ 0.6％
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（前年度比）

� 世界経済の見通しから、外需による成長があまり期待できない。
� 内需の動向が鍵となる。

＜連合総研見通し（2019年10月）＞
【ケースA】 名目賃金が2018年度並みで上昇
【ケースB】 名目賃金が消費者物価上昇率程度で上昇（実質賃金が維持）

[ 賃金動向によって変わる2020年度日本経済の姿 ]



� 高齢者が希望に応じて働き続けることは、生活のための収入の確保ととも
に、社会とのつながりを確保し、健康で生きがいを感じることができる人生の
実現につながるもの。

� 60代前半層では、高年齢者雇用安定法による雇用確保の一方で、特に継
続雇用制度を導入した企業では、賃金が一律に減額される傾向が指摘。
高い就労意欲を維持するためにも、能力を適切に評価した賃金・処遇のあ
り方や人事制度の仕組みの構築が各企業にとって課題に。

また就労選択に歪みをもたらす制度については、その在り方の検討も課題。

一方、定年制の下で就業しておらず、企業に雇用確保措置義務のない者も
存在。女性では４割。実態把握も含め、これらの者の就労にも目配りが必要。

� 60代後半層では、自営業やフリーランス等の就業形態の希望も多い。

企業での雇用継続に加え、起業やシルバー人材センターを通じた就労、ボ
ランティアや中間的就労も含めて働ける場の多様な選択肢も重要。

� 高齢者が働き続けるためには、勤務時間の調整、設備や作業環境の整備、
健康確保措置などの取組みも必要。
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「Ⅱー１ ６０歳以降の働き方と暮らし」のポイント解説



生産年齢人口の減少が続く中、高齢者・女性を中心に就業者が増加

23

（１）生産年齢人口・労働力人口・就業者数の推移 （２）就業者数の推移

資料出所：総務省「労働力調査」、「人口推計」（各年10月1日現在）より作成。



� 「収入がほしいから」との理由が最も多いが、「働くのは体によいから、老
化を防ぐから」、「仕事そのものが面白いから、自分の活力になるから」、
「仕事を通じて友人や仲間を得ることができるから」と理由は多様化。
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〔高齢者の就労希望理由〕



〔高齢者の賃金に対する認識〕

� 6割近くの企業は、高齢者の能力に応じて評価制度に基づき賃金を決める
のが望ましいと考えている。

� しかし現状では、賃金に不満を抱く高齢者は多い。

25
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〔高齢者の貧困問題〕

� 生活保護を受給する高齢世帯数が増加し、生活保護受給世帯に占める
高齢世帯の割合は、50％超。

� ただし、就労状況別にみた高齢者（65歳以上）の相対的貧困率の分析に

よると、「仕事」をしている層の貧困率は、他よりも相対的に低く、さらに
2012年から2015年の間では低下の動き。



� 女性の年齢階級別労働参加率（Ｍ字カーブ）が上昇してきた主な要因は、有
配偶女性の労働参加率の上昇。今後は、労働参加の量と共に質の面での向
上も重要。更に出生率の上昇につながることを期待。

� 第１子出産後の就業継続割合も上昇してきたが、妊娠判明時に就業してい
た女性の半数弱が退社を選択し、キャリアを中断。

出産・育児を機に離職した理由として、「家事・育児に専念するため」のほか、
「仕事と育児の両立の難しさ（両立支援制度がなかった場合も含む）」も多く、
さらに「解雇または退職干渉された」人も1割程度存在。

� 介護・看護の理由による離職者は女性が多く、介護に関しても女性のキャリ
ア中断の一因に。

近年、晩婚化等の影響により育児期に親の介護も同時に行う「ダブルケア」
に直面する状況も。

� 家族ケア後の復職では、正社員に戻ることが難しいのが現状。

� 労働組合が、これまで以上に職場において、両立支援にかかわる制度の整
備や運用についてチェックや労使対応を行うことを期待。
また両立支援制度の認知度向上やキャリア形成への役割発揮も期待。 27

「Ⅱ－２ 女性のライフスタイルと就業継続」のポイント解説
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〔配偶者関係別にみた女性の労働参加率の変化〕

� この10年間、とりわけ有配偶女性の労働参加率の上昇が顕著。
特に、20-30代の上昇幅が大きい。
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� 出産・育児を機に離職した理由は、「家事・育児に専念するため、自発的に
やめた」、「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた（就
業を継続するための制度がなかった場合を含む）」が多い。

「解雇された、もしくは退職勧奨された」も、１割を超える。

[ 出産・育児を機に離職した理由]
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[ 出産・育児を機に離職した人のその後の復職]

� 母親の就業割合は、出産とともに大きく低下した後、出産1年前の水準に

戻るのは子供の小学校進学あたり。この間の上昇は、パート・アルバイト
の増加が主因。常勤者の割合はあまり上昇がみられない。
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「Ⅱ－３ 外国人労働者の受入れと社会統合」のポイント解説

� 外国人労働者増加に対する勤労者の意識は、労働力不足解消等の期待の
一方、トラブルや犯罪・不法滞在者の増加等の不安も多い。

� 受入れの政策面では、近年、受入拡大策を積極的に展開。2018年10月には、
人手不足業種への対応として在留資格「特定技能」を創設。

「特定技能1号」は、積極的に受け入れるとしてきた「専門的・技術的分野」の
技能水準を下方に拡大し、受入政策を大きく変更したもの。

その受入れに当たり、①生産性向上の努力、②国内労働者の確保措置を前
提にしているが、その検証の制度的な仕組みが欠落。

外国人労働者の受入れには、そのメリットの一方、様々なコストも発生。その
負担の在り方についても検討を深める必要。

� 生活者としての外国人への政策については、国よりも自治体が先行し、多文
化共生に向けた取組みが蓄積されてきたが、課題も多い。

法制度の国際比較では、日本は特に「教育」と「差別禁止」の政策が不十分。
日本語指導が必要にもかかわらず、受けられない子供が１万人超。

� 外国人労働者受入れについて、統計整備も含め、モニタリングの仕組みを構
築するとともに、国民的な議論を深めていくことが重要。
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大幅な増加の続く外国人労働者
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［外国人労働者の受入れについての勤労者の意識］

� 6割弱の勤労者は、「現状維持がちょうど良い」と回答

� 増加に対して、「労働力不足の解消」等を期待。一方、「日本のルール習慣を
知らないことによるトラブル増」や「犯罪や不法滞在者の増加」等を心配。
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� 2018年10月に人手不足業種への対応として創設。「特定技能1号」は、従前の
「専門的・技術的分野」の技能水準を下方に拡大するもの。

[在留資格「特定技能」の創設]
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� 外国人を受け入れた後の政策（社会統合政策）についての数量評価によ
ると、諸外国と比べ、日本は特に「教育」(38カ国中29位）と「差別禁止」
（38カ国中37位）が低い。

[社会統合政策の課題]



おわりに ～誰もが働きがいと生きがいを実感できる社会に向けて～
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資料出所：
厚生労働省 平成30 年 障害者雇用状況の集計結果より作成
（注）
1. 2012年までは56人以上規模、2013年から2017年までは50

人以上規模、2018は45.5人以上規模の企業についての集計
2. 民間企業の法定雇用率は2012年までは1.8％、2013年4月

以降2017年までは2.0％、2018年4月以降は2.2％

民間企業における障がい者の雇用状況

� 民間企業に雇用されている障
がい者の数は、年々増加
（2018年：53万人）。

� 2018年4月より、民間企業の
法定雇用率は、2.0％から
2.2％へ（さらに3年後までに
2.3％を実現）。また精神障が
い者も、雇用義務の対象に。

障がい者雇用を取り巻く変化

高齢者、女性、障がい者、外国人など多様な人材、誰もが、働き続けたいと思
い、そして活き活きと活躍できる社会の実現



連合総研における関連の調査研究

１）「人生100年時代」長寿社会における新たな生き方・暮し方に
関する調査研究

２）女性活躍の推進・男女間格差の是正に向けた労働組合の役
割に関する調査研究

３）外国人労働者の受け入れのあり方と社会的包摂のあり方に
関する調査研究

４）障がい者の更なる雇用促進と職場定着に向けた課題と方策
に関する調査研究
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